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主 要 事 業 一 覧
（単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・地方財政法第７条により、Ｈ29年度一般会計決算の剰余

財政調整基金積立 １,５９０,３７１ 金の１／２を、財政調整基金に積み立て。

・3,180,741千円（H29決算剰余金）×1/2＝1,590,371千円

財 政 課

（新規） ・国から交付決定を受けた地方創生拠点整備交付金につい

地方創生拠点整備基金積立 ５３３,９８６ て、新たに基金を設置して積み立て。

・Ｈ30年度、Ｈ31年度の２か年分の交付金を一度に受け入

れて基金に積み立て、各年度の事業費に充当。

・クレー射撃場・ライフル射撃施設整備 241,111千円

財 政 課 ・稚蚕人工飼料センター機能強化 292,875千円

（新規） ・改正社会福祉法により、地域貢献の取組が社会福祉法人

小規模社会福祉法人等協働 ３,０００ の責務とされたため、単独では対応が困難な小規模法人

推進 等が連携し、協働して行う取組（地域住民向け相談窓口

の設置等）を支援。

・1,000千円×３地域

健 康 福 祉 課 ・補助率 国 10/10

医療機関施設整備費補助 ・Ｈ37年６月末までにスプリンクラー等の設置が義務付け

（有床診療所等スプリンク ８１,６２４ られている病院・有床診療所に対し、その設置費用を補

ラー等施設整備） 助。早期整備を促進するため、予算を増額。

・補助率 施設規模による定額（国10/10）

医 務 課 ・当初予算 137,569千円 → 補正後 219,193千円

（新規） ・健康づくりの推進や医療費の適正化を図るため、市町村

国保ヘルスアップ支援 ４,２００ が行う保健事業に対して県の自主事業による支援を強化。

・糖尿病性腎症重症化予防対策推進 232千円

現在策定中の「群馬県糖尿病性腎症重症化予防プロ

グラム」の内容や活用方法を周知する研修会を開催

・特定健診・特定保健指導実施率向上対策 3,807千円

市町村による健診・指導の実施状況の実態を、アン

ケート調査や国保データ等により分析し、改善策を検討

（国民健康保険 ・市町村担当者を対象とした実践的な研修の実施

国 保 援 護 課 特別会計） 161千円

・安中市に設置している群馬県クレー射撃場の防音対策等

クレー射撃場・ライフル射 ２８７,７００ を実施するとともに、新たに大口径ライフル射撃施設を

撃施設整備 併設し、野生鳥獣捕獲の担い手確保・育成の拠点として

＜地方創生拠点整備交付金事業＞ 債務負担行為 整備。

（４６８,６４０） ・今後のスケジュール

・Ｈ30年11月 建設工事着手

・Ｈ31年度中 供用開始予定

自 然 環 境 課 ・総事業費：1,084,692千円
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・企業からの寄附金を活用し、「赤城ふれあいの森」の森

企業との連携による森林公 １,８００ 林を整備。

園整備 <整備内容>

・5年間で約11㏊の森林整備を予定。

緑 化 推 進 課 ・野外施設周辺の森林の間伐や遊歩道整備。

・国の研究機関や他県、民間企業等と連携し、農業におけ

試験研究機関受託研究 １１,１６６ る生産性向上や省力化等に関する各種研究に取り組む。

【主な受託研究】

・コンニャクほ場をドローンで空撮し、画像解析による

病害発生状況の把握、及び遠隔地ほ場の気象状況を携

帯端末で確認できるシステムの開発（農業技術センタ

ー） 8,000千円

・蚕種製造時の調査・検査におけるＡＩ技術を用いた画

像解析システムの開発（蚕糸技術センター）

農 政 課 1,478千円

（新規） ・遺伝子組換えカイコを活用した付加価値の高い繭生産の

稚蚕人工飼料センター機能 ２０６,５８６ 実用化の加速、及び様々な需要に対応した人工飼料の開

強化 発を進める。

＜地方創生拠点整備交付金事業＞ 債務負担行為 ・稚蚕人工飼料センターにおいて、無菌全齢人工飼料育技

（３７９,１６４） 術の開発研究施設を整備するとともに、人工飼料製造施

設の機能強化を図る。

・事 業 費：585,750千円(うちH30年度：206,586千円)

蚕 糸 園 芸 課 ・事業期間：Ｈ30年度～Ｈ31年度

（新規） ・Ｈ32年４～６月の群馬ＤＣや同年夏の東京オリンピック

群馬デスティネーションキ 債務負担行為 ・パラリンピックに向けて、誘客に積極的に取り組む中

ャンペーン等支援資金 （１,６００） 小企業者を資金面で支援するため、新たな制度融資を開設。

・資金使途

・観光関連事業等に係る施設の新築・増改築、設備

導入

・観光関連事業等に係る新たな商品開発やサービス

提供等

・融 資 枠 10億円

・融資限度額 1億円

・融 資 期 間 設備資金10年以内、運転資金7年以内

・融 資 利 率 年1.7%以内

※融資利率を自主的に0.1%引き下げる金融機関は、資

金名称を独自に命名することができる。

（中小企業振興 ・申込受付期間 H30.11.1～H32.9.30

商 政 課 資金特別会計） ・損失補償契約 1,600千円（債務負担行為）
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・Ｈ32年４～６月に開催される群馬ＤＣに向け、広報宣伝、

群馬デスティネーションキ ９６,９７２ 誘客対策、受入体制整備を進める。

ャンペーン推進 ①ググっとぐんま観光宣伝推進 76,750千円

＜地方創生推進交付金事業＞ ・「全国宣伝販売促進会議」（H31年5月）の開催準

備。

・ＪＲ東日本と連携し、キャンペーンに向けた広報宣

伝。

・観光キャラバン等の誘客対策や受入体制の整備。

②ぐんま観光おもてなし隊 2,222千円

・県外への観光ＰＲを強化するため、おもてなし隊を

追加。

③周遊観光パスポート 3,000千円

・更なる宿泊や周遊観光を促進するため、プレＤＣ期

間（H31年4～6月）限定の特別キャンペーンの準備。

④千客万来支援 15,000千円

・群馬ＤＣに向け、市町村や民間団体における受入体

制等の整備を一層進めるため、予算額を増額。

・補助率：1/2以内

・補助限度額：5,000千円

・補助対象事業：国際観光推進、ビジタートイレ推

進、地域資源活用推進、観光施設

リニューアル 等

観 光 物 産 課 ・当初予算 125,000千円 →補正後 140,000千円

・Ｈ31年度の八ッ場ダム完成を控えて、長野原町及び東吾

八ッ場ダム水源地域整備事 ３７６,７１６ 妻町からの受託事業費を増額し、両町における生活再建

業受託 事業を促進。

・事業内容：川原湯温泉駅前広場整備

公共下水道整備

林道川原畑線開設

スポーツ公園整備 ほか

特 定 ダ ム 対 策 課 ・当初予算 605,548千円 → 補正後 982,264千円

・大規模水害など災害への対応を強化するため、河川や道

公共事業費 ４６５,０００ 路、治山施設、農業水利施設の整備などに必要となる公

共事業費を増額。

・純単独事業 375,000千円

・単独道路維持修繕 50,000千円

・単独河川改修 20,000千円

・河川維持補修 200,000千円

・単独砂防維持管理 60,000千円

県 土 整 備 部 ・単独治山 45,000千円

環 境 森 林 部 ・補助公共事業 90,000千円

農 政 部 ・農地耕作条件改善 90,000千円
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事 業 名 金 額 説 明

・６月18日に発生した大阪府北部を震源とする地震による

県立学校のブロック塀の早 (既決予算対応) 学校のブロック塀の倒壊事故を踏まえ、県立学校におけ

急な安全対策 るブロック塀等の安全対策を行い、児童生徒等の安全を

確保する。

・安全対策が必要なブロック塀のうち、通学路に面するも

のから優先的に、補正予算によらず、既決予算（200,000

千円）により迅速に対応。

・残りのブロック塀についても、Ｈ31年度以降早期に対

（教）管 理 課 応。

・伊勢崎宮郷工業団地及び板倉ニュータウン産業用地の分

産業団地等分譲 １,２５９,５３０ 譲について、Ｈ29年度に予定してた契約がＨ30年度に変

更となったため、今年度予算を増額する。

・分譲面積の増 ＋77,253㎡（315,835㎡→393,088㎡）

（団地造成事業 ＜分譲収益＞ 1,619,370千円

（企）団 地 課 会計） ＜造成原価＞ 1,259,530千円

・当初予算で測量調査費を計上した千代田第二工業団地に

産業団地整備 ３５４,０００ ついて、地権者交渉が順調に進んだため、用地買収を前

倒しして実施。

（団地造成事業 ・造成面積 １１．６ha（分譲面積 ８．１ha）

（企）団 地 課 会計）


